















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　m　　 　　 ；一：E］ t，　E，，
　　　　　　　　　　　　魯
　この限界超過負担，限界的な厚生上の損失
が定義されると，逆にqからpまで積分する
ことによって，超過負担を定義しなおすこと
ができる。個々の商品ごとtlc　qiからPiまで
順番に積分しよう。
3）B点でp・x＝　E，q・x＝E－Tが成立して
いるのでt・X＝（p－q）X；T，よってTが
T（P，　q，のとなる。
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第2図
’E
@’一’一一一一 m
τ
．E．、T－一．」
・（P・・q・の一一
D∫；：｛婁（P・・一・q・）Eji
（Pi，P2，……Pi．1，S，　qi＋1，……9の＋（S－qi）
E・i（P・，P・，……，　Pi－1，　s，　qt．1，……9のds
　この積分におけるEの微係数をただ一つの
　　　　　　A価格ベクトルPだけで評価して近似すると，
・（P・・q・・u）一一
D∫；：｛類（P」－qd）琢
　　　　　　　　・岡恥｝ds
　　　　　　　一浦（Pi－q・）（P・・一・a」）
　　・E」i・s（鱈画
（Eσ・＝　Edtだから）
一一ｹ漂・醐
　これは，まさにHarberger〔6〕〔7〕に
よって与えられた超過負担の一表現である。
　次にこの定式化で，最適間接消費課税のた
めの条件を求めよう。税収入T（P，q，のが
一定であるという制約の下で，超過負担L（p，
q，のを最小化しよう。ラグランジ乗数をλ
とすると一次条件は
　　　　∂T∂．乙
動房＝λ万（k＝1，2，・・・…，m）
これを書きなおすと，
　びし
一一
@z’　t‘　E，・
　1
　　mE，＋Σ　t，E，・
　　i
さらに変形すると，
＝2
m　　　　　　　　　　　　m
Σ　t，　E，・　Σti　Ski
i＝1　　　　　isl　　　　　－2
　E，　　　　Xk　　　1十2
これは，第2章の⑧において既に得られた，
補償需要曲線上で税率変化による商品需要量
の相対的減少率があらゆる財貨・サービスに
ついて同一であるという条件に一致する。
rre
Σ　tt　Si，
t＝t
　Xk
　
Ix］　ti　SiCi
f＝1
Xk
は，政府の予算制約の下で，一括定額税にかえ
て，最適な間接消費課税を代替していく時の
限界的超過負担に比例することをAtkinson
and　Stern〔1〕にしたがって以下で証明し
よう。政府がRの一括定額税を消費者に課し
ているとしよう。消費者は一人であるとする。
政府の最大化問題は次のラグランジアンに定
式化される。
L＝v（P，e，　R）－RC〔x（P，e，　R），e〕　（30）
最適税率tk一の一次条件から，
孝磯一号一・＋か薯 （31）
　公共財支出eが固定されていると想定する。
生産制約を充たしつつ，間接消費課税の減少
とひきかえに，一括定額税を増やしていく時，
いかに消費者の効用が変化するかを考察しよ
う・藷一・カ・成立す・ので・　・L／・R・一
∂L／∂R　がなりたつ。さらに生産制約が成
20
立しつづけるので，
言える。
㈲から
4C＝0より　dL＝dv　カミ
盤一一・一・茸q｛羨
＝・一一・一・＄（あ一の畿
消費者の予算制約から
当ρ・漆一一1
t
さらに雅一一離だから
dv　　dL　　∂ゐ
dR－dR－∂R
一一・＋・ i・一淵
一一 o舞
した…て・孝磯
（31）から
（彦犀0，2，…　，〃m）
（32）
は一括定額税にかえ
て最適な間接消費税を代替してゆく時の限界
的超過負担をあらわす。圃の右辺が正である
ことは，四から言え，これは一括定額税にか
えて間接消費税を導入することは厚生上の損
失をもたらすことを意味している。
　だが，この結論は，間接消費税と所得税を
やめて’一一一i括定額税を導入せよ，というように
理解されてはならない。第1章でも述べたよ
うに，各個人の経済状態がことなる現実の状
況においては，一括定額税を導入することは，
強度に逆進的な租税となるか，所得税とか消
費税とかに類似の効果をもつ姿意的に設定さ
れた税となり，規範的分析上∫望ましい租税
とは考えられないからである。
最適税制の理論（逸見）
7 結　語
　　以上，最適税制の理論とよぼれるものをわ
かりやすく解説し，紹介してきたが，比較的
よくまとまった経済学の一分野といえるであ
ろう。税制を論ずるにあたっての，かなり抽
象度の高い接近法であるので，具体的政策決
定に使用するに際しては，いくつかの困難が
つきまとうであろう。この適用可能性の問題
をふくめた，もっと具体的な状況における最
適税制への接近法に関しては，後日さらに別
稿を準備して論ずることにしたい。
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